
第 5 章 今後の地震危険度指標の考え方 

5.1. 危険度指標の提案 

5.1.1  ASTM（アメリカ材料試験協会） 

ASTM（American Society for Testing Materials：アメリカ材料試験協会）は、1999 年

版の標準ガイド E2026 の中で、PML という用語には多くの定義が存在し混乱しているので、

PML を使うのをやめて、次の 5 つの新しい用語を使うことを提案している（文献 22）。 

 SL（Scenario Loss） 特定の想定地震による損失 
 SEL（Scenario Expected Loss） 特定の想定地震による期待損失 
 SUL（Scenario Upper Loss） 特定の想定地震による 90 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ損失 
 PL（Probable Loss） 特定の年超過確率の予想損失 
 PLN 再現期間 N 年の予想損失 

 
この提案は、従来 PML として使用されている定義をうまく整理してまとめたもので、特

定のシナリオ地震を想定した損失に S を、また、確率論的に算出された損失には P を使用

して両者を明確に区別している。以下、ASTM の標準ガイドより主要点を抜粋する。   

(1) SL（Scenario Loss：シナリオ損失） 
特定の断層における特定のシナリオ・イベントや特定の地震動によって建物に生じ

る地震損失。収容物や設備の損失は含まない。損傷可能性や地震動の特徴などを予め

特定する。SL 値は、建物の建設費用（現時点で再調達価額）に対するパーセンテージ

として表示される。SL の計算に使う地震動の特定方法は様々であるが、レポートの中

で明確に記述する必要がある。 

(2) SEL (Scenario Expected Loss：シナリオ期待損失) 
選択したシナリオのもとで発生する特定の地震動によって生じる損失の期待値。通

常は被害についての確率分布は対称ではなく歪んでいるため、SEL を超過する確率は

50%にはならない。つまり、50%よりも高くなることもあれば、低くなることもある。 

(3) SUL (Scenario Upper Loss：シナリオ上限損失) 
選択シナリオのもとで発生する特定の地震動によって生じるシナリオ損失のうち、

超過確率が 10%である損失。 

(4) PL and PLN (Probable Loss：予想損失) 
地震による揺れによって発生する建物の損失であり、収容物や設備の損失は含まな

い。一定期間内に実際の損失がこの値を超過する確率を特定しておく。PL 値は、建物

- 55 - 



の再調達価額（現時点での）に対するパーセンテージとして表示される。PL の計算は

統計的整合性のある方法で実施し、その地域において予想される地震動レベルや地震

動レベルごとの損傷可能性についての確率分布関数を考慮に入れる。地震動レベルは

地域ごとの地震エクスポージャによって決まり、確率分布関数によって示す。建物の

損傷可能性や耐震性は研究レベルに依存しており、建物の動特性が反映される。損傷

可能性の分布は、耐震性に関する過去のデータ、耐震性についての専門家の見積もり、

地震動レベルごとの詳細な分析などを組み合わせることによって求める。PL の値は、

再現期間を特定して求める場合（PLN）と、ある期間（1 年～50 年）の超過確率（1%
～50%）を特定して求める場合がある。最もよく使われる再現期間は、72 年、190 年、

475 年であり、それぞれ 50 年間の超過確率 50%、20 年間の超過確率 10%、50 年間の

超過確率 10%に相当する。最もよく使われる超過確率は 10%で、最もよく使われる期

間は 20 年と 50 年である。 

ASTM の考え方は、PL 値と SL 値に根本的な違いがあることを認識しての提案である。

すなわち、SL 値は、特定の地震による建物の損傷に対する不確実性が考慮されているのに

対し、PL 値では､すべての地震動とそれによる建物の損傷性いずれについても不確実性が

考慮されていることである。 

ASTM の提案の趣旨は、評価目的により使い分け、単に PML という様々な意味で利用さ

れる言葉を使わないようにしようということである。 

 
5.1.2 社団法人建築･設備維持保全推進協会（BELCA） 

2001 年 6 月に、わが国の社団法人建築･設備維持保全推進協会（BELCA）は、不動産を

適正に評価するためのエンジニアリング・レポートに記載する地震リスク評価についての

統一基準として、PML を「対象施設あるいは設備群に対して最大の損失をもたらす再現期

間 475 年相当の地震が発生し、その場合の 90%非超過確率に相当する物的損失額の再調達

価格に対する割合」と定義している（文献 23）。 

この PML の定義では、施設に与える物的損失を対象にしているが、備品や家具・什器の

損失は考慮していない。また、施設が使用できないことによる事業損失、休業損失などの

機能損失や、人命など物的損失以外の損失は対象にしていない。再現期間 475 年の地震の

根拠は、建物の供用期間を 50 年とし、50 年間に 10%の超過確率で発生するであろう地震

に相当するものであり、また、90%非超過確率に相当する物的損失の根拠は、Steinbrugge
の定義（2.2.4 章）に由来するものであり、米国の地震リスク指標の流れをフォローしたも

のである。 

この定義の 475 年は、50 年間に 10%の確率で発生する地震を想定しており、建築エンジ
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ニアが設計外力を求めるためには、適切な基準といえる。BELCA の定義は、地震動につい

ては確率論的手法により算出するが、損失については、前記 3.6 で示したような、損失予測

の不確実性を考慮したリスクカーブに基づいたものではなく、90 パーセンタイルのカーブ

に基づいたものとなっている。前述のように、同じ 475 年に１回でも、475 年に１回発生

する規模の地震による損失と 475 年に 1 回発生する損失とでは別の値となる。どちらが正

しくて、どちらが誤っているということではなく、算出方法と利用目的が合致しているこ

とが重要である。一般に保険業界では損失額が問題であり、建設業界では想定外力が重要

なファクターになる。 

 
5.1.3  WCE（Worst Conditional Expectation） 

第 3 章でリスクカーブについて詳細に述べたが、リスクカーブにおいて年超過確率 a の

時の損失 La を最大損失とした時に、La 以上のテイル部分の形状の差を無視していること

になる。特に保険業界において確率は小さいが損失が極めて大きい部分の保険取引の場合

はこのテイル部分の差を示す指標が必要になる。例えば、図 5-1 において、カーブ A とカ

ーブ B は、年超過確率 a の時の損失 La は同じであるが、年超過確率 a 以下ではカーブＡ

の方が損失 L は大きく，最大損失も当然大きくなり、両者を同じ La で評価するとその差が

反映されないという矛盾が生じることになる。Gordon Woo は、この欠点を補う意味で、

WCE（Worst Conditional Expectation）という指標を提唱している。 

　　 年
　　 超
　　 過
　　 確
　　 率

A
B

(La, a）

　　　　a

　　La
　ポートフォリオ損失 L

図 5-1 リスクカーブと WCE 

この考え方の説明は、モンテカルロ・シミュレーションを使って説明すると容易に理解

できる。まず最初に、リスク許容レベルを a に設定する。地域の地震活動について N 年間

のシミュレーションを実施するとする。このランダム・シミュレーションにおいては、確

率が同じであるとする。各年毎に最悪のポートフォリオ損失を特定するとする。この結果、
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N 個のイベント（損失）ができ、この N 個の損失を大きい順にランクづけする。N×a に

最も近い整数に切り上げた値を M とする。WCEa は、上位 M 番目までの損失を平均する

ことにより簡単に求めることができる。 

簡単な例として、ある地域における地震活動を 1000 年間にわたってシミュレートしたと

する。リスク許容レベルを 1/100 とすると M は 10 となる。上位 10 番目までの損失を

（105,106 107, 108, 110, 112, 115, 117, 120, 130）とすると WCE は 1130 を 10 で割った

値 113 になる。この例では La は 105 であるので、損失の大きい部分を問題にする場合や

テイル部分の大きさにより指標を変化させたい場合には有効な指標となり得るものである。 

提唱者である Gordon Woo は、厳しいリスク管理を必要とする金融業界では、WCE が将

来使われるようになるであろうと予測している。 

5.2. 今後の地震危険度指標の考え方 

これまで地震危険度指標の由来と変遷と、地震危険度指標としての PML について各業界

における利用の現状について述べた。歴史的に見れば、地震危険度指標の定義は、地震学

的知見の蓄積、コンピュータ能力の向上も含む地震被害予測技術の発展と共に、より科学

的で合理的なものに変わってきているといえよう。しかし、PML という危険度指標が普及

し始めてはいるものの、その定義が明確に統一される方向に進んではいない。 

一方、地震 PML の利用の現状を見るとき、果たして地震 PML の定義を統一できれば、

あらゆる関係者が地震リスクの大きさを表す量として PML を受け入れることができるの

か、という疑問が生じる。例えば、性能規定型耐震設計において PML を耐震性能の目標値

に設定する場合、PML 以上の損失が生じないように設計を行うわけだから、PML は 90 パ

ーセンタイル値を採用するなど、不確実性を保守的なレベルで捉える見方をするのが合理

的であろう。一方、保有資産の地震リスクを評価する場合、過剰に評価すれば不必要なリ

スクコストを考慮することになるため、90 パーセンタイル値ではなく、不確実性を合理的

に取り込んだリスクカーブによる予想損失額を考える方が適切であるといえる。 

このように、地震リスクをどのように捉えるかは、これに関わる関係者の立場、目的、

自己の保有資産あるいは財務力に対するその地震リスクのインパクトの大きさなどによっ

て異なるといえよう。この場合、地震危険度指標として統一した PML の定義を目指すより

も、明確な定義に基づく各種の地震危険度指標を設定し、地震リスクの大きさと不確実性

を十分把握した上で、その目的や立場に応じた適切な指標値を選択するのが望ましい。PML
という言葉を用いるにしても、その定義を明示するなど誤解や混乱を招かないような措置

は最低限必要であろう。 

最後に、地震危険度指標を考えるに際して、予想損失額とその年超過確率をどのように
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考えればよいかについて考察する。年超過確率に関して、不動産業界では PML の年超過確

率として 0.21%、再現期間 475 年が一般的に用いられている。しかし、全国一律に再現期

間 475 年を採用する理由が明快に示されているわけではない。また、不動産証券の中には、

5 年間という比較的短期のものから 30 年という長期にわたるものもある。それらを一律に

再現期間 475 年の PML で地震リスクを評価してよいのかという疑問も出されている。地震

調査研究推進本部において、時間依存モデルを使った長期的な地震発生確率の評価が行わ

れている（文献 24）ので、長期の不動産証券に対してはこれらの情報を取り込んだ評価を

しても良いかもしれない。 

この他、保有資産の地震リスクマネジメントを考えるとき、果たして全国一律に同じ年

超過確率を適用してよいのかという問題も提起される。その一例を示そう。地震活動度が

高い東京と、地震活動度が比較的低い福岡において、同様な建物が同様な地盤上に建てら

れているものと仮定して、その地震イベントカーブを比較した図を図 5-2 に示した。 
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図 5-2 東京と福岡の建物のイベントカーブ比較 

東京の建物のイベントカーブは高い地震活動度を反映して各予想損失率に対して大きな

年超過確率を示すカーブになっている。一方、福岡の建物のイベントカーブは東京と比較

すればきわめて小さい年超過確率のカーブとなり、両者はそれぞれの地震活動度の違いを

反映している。年超過確率 0.21%の損失率は、東京の建物は 10%弱であり、最大損失をも

たらす最悪イベントの損失率とも近く、この数字は地震リスク危険度指標として考えても

特に問題はないかもしれない。一方、福岡の建物の年超過確率 0.21%に対する予想損失率
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は約 1%と極めて小さい値となる。しかし、地震活動度が低いとはいえ、福岡においてもマ

グニチュード 7 クラスの地震が直下で発生する可能性は懸念される。イベントカーブにお

いて、極めて小さい確率ながら最悪イベントの約 12.5%がこれに相当する。福岡の建物の

地震リスクマネジメントを検討するに際して、年超過確率 0.21%の予想損失率が 1%と小さ

いので地震リスクの心配なしとの結論を短絡的に出すことには、やや懸念が残る。もし、

保有資産が唯一この福岡の建物だけであり、損失率 12.5%という被害損失が自己の財務力

から見て極めて重大な損害である場合、確率は小さいといえどもこれを無視することは危

険であり、なんらかの対応策を講じる必要があろう。 

上記の例では、年超過確率 0.21%の損失率は、東京の建物が 10%弱，福岡の建物は約 1%
で、東京の 10 分の１である。一方、指標として前記 5.1.3 の WCE を使うと、損失率は東

京の建物は約 10%で殆ど変わらないが、福岡の建物は約 4%となり、東京の 10 分の 4 とな

る。このように、WCE の概念を導入することにより、従来のリスク指標では表現の難しい

場合も、リスクの大きさをより合理的に、かつ実感に近い形で表現できるようになると考

えられる。 

この例から分かるとおり、地震危険度の許容レベルは、保有資産（ポートフォリオ）の

特性（地域的な集中度、分散状況あるいは大きさ）や自己の財務力などと比較して、相対

的に判断するのが適切と考えられる。それでは、地震危険度の許容レベルは何を基準にし

て決めるのが適切であろうか。地震危険度を財務的な問題と考えれば、債権などの信用リ

スクを参考にすることが考えられるかもしれない。例えば、地震被害が財務に大きなイン

パクトを与え資金繰りが困難になる状況はいわゆる経営困難に陥る状況であり、信用リス

クと同様に考えることができよう。また、不動産証券において、対象建物が地震により致

命的な損傷を受けて使用不可の状態になれば、建物から収益は得られず証券はデフォルト

状態となる。これはまさに証券の信用リスクと同等である。 

さて、日本格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）は、信用リスク比率情報をニュースリリー

スとして一般に公開している（文献 25）。信用リスク比率とは、格付けを取得した企業がそ

の後一定期間内に経営困難に陥る比率であり、ここで経営困難とは、「倒産・経営破綻」、

「債務超過」、「3 期連続経常損益赤字」、「3 期連続経常収支赤字」と定義されている。こ

の定義に基づいて、日本格付投資情報センターは過去のデータを収集整理して、格付け取

得後 10 年以内に経営困難に陥る比率として、格付別に 10 年累積信用リスク比率を公表し

ている。これを表 5-1 に示す。 
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表 5-1 10 年累積信用リスク比率（ある格付け取得後 10 年以内に経営困難に陥る比率） 

格付 10 年累積信用リスク比率 年確率 

AAA 0.14% 0.0140% 1/7,138 

AA 1.36% 0.1368% 1/730 

A 3.29% 0.3340% 1/299 

BBB 7.87% 0.8163% 1/122 

BB 以下 23.67% 2.6649% 1/37 

 

格付は、社会的な信用度を表わす指標となりうるので、この格付と信用リスク比率の関

係を用いて、地震危険度の許容レベルを考えるのも一つの方法である。例えば、財務上経

営困難になることが懸念される予想損失額を求め、リスクカーブから読み取ったその年超

過確率が 0.014%以下であれば、AAA 並みの格付が得られるほど危険度は小さいと判断さ

れる。また、現状では BBB クラスの年超過確率しか得られないが、企業としては AA クラ

スの安全性が必要とすれば、自己保有のリスクカーブを AA クラスの年超過確率に低下させ

ることを目標に、リスクの低減策あるいはリスクの移転策などを講じることになろう。 

ここで挙げた例は、一考察であって将来の可能性を示したものだが、仮にこのような考

え方を導入するのであれば、信用リスクと地震リスクを同じ位置付けで評価することに関

して、両者の本質的な差異を含めた検討は重要である。地震リスク評価によって算出され

た損失の強度（大きさ）や、それとセットで提供される確率の情報などから、様々な意思

決定が下されることになるが、損失の強度に比して、確率という概念は直感的に捉えづら

い。地震リスクをより具体化して把握することを可能とするためにも、明確な根拠に基づ

いた明瞭な危険度指標が導入されることは非常に有意義であり、有効な情報である。 
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